平成２０年度　職員の給与に関する報告の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（報告日　平成20年９月17日）
１．民間給与との較差

　(1)　月例給
職員と民間事業所従業員の4月分給与を調査し，職種，役職段階，学歴，年齢など給与決定要素の同じ者同士を比較。比較給与は給料，扶養手当，地域手当，管理職手当，住居手当等
	民　間　給　与

（A）
	職員給与（行政職）

（B）
	　　　　　較　　　差

(A)－(B)=(C)〔(C)／(B)×100〕

	４４８，４６１円
　


	４４８，４１１円
	５０円〔０．０１％〕

	
	　

４４７，９６９円
	４９２円〔０．１１％〕


　　　　(注)職員給与は，上段は管理職手当減額前の額，下段は管理職手当減額後の額である。

＜参考＞

1． 人事院勧告　民間給与との較差：136円（0.04％）
2． 職員給与月例給の内訳　(職員数　7,449人，平均年齢　45.9歳)
	項　　目
	金　　額(円)
	(注)

1.表中※のついた下段の金額は，管理職手当減額後の金額

2.給料については，平成19年4月１日の給料表の切り替えに伴う差額を含む。

3.住居手当等とは，住居手当と単身赴任手当の合計額である。

	給　　料
	３７５，８１７
	

	扶養手当
	１２，２７９
	

	地域手当
	　  ３９，９９１
	

	
	　  ３９，９５１※
	

	  管理職手当
	　  １１，１４７
	

	
	　  １０，７４５※
	

	  住居手当等
	　　  ９，１７７
	

	合　　計
	４４８，４１１
	

	
	４４７，９６９※
	


　　
　

　

　　　　　　　

(2)　特別給（期末・勤勉手当）　

　　　昨年冬と本年夏の1年間の民間の支給実績（支給割合）と職員の年間支給月数を比較
	期
	民　　　間
	職　　　員
	民間　－　職員

	下　半　期

上　半　期
	　　２．１８月分

２．３３月分
	　２．３５月分

　２．１５月分
	△０．１７月分

０．１８月分

	年間支給割合
	４．５１月分
	　４．５０月分
	　　０．０１月分


　　　　＜参考＞人事院勧告　民間の年間支給割合：４．５０月

２．本年度の給与改定の取扱いについて

月例給（給料表，諸手当），特別給（期末・勤勉手当）ともに改定を見送ることが適切と判断。

今年度は勧告を行わず，報告のみとする。（平成16年度と同様）

（改定を見送る理由）

(1)　月例給（給料表，諸手当）

民間企業の従業員の給与との較差が極めてわずかで，ほぼ均衡していること

人事院勧告においても，月例給の改定を行わず，特例一時金による改定も見送られたこと

(2)　特別給（期末・勤勉手当）

　　民間の支給割合と職員の支給月数が概ね均衡していること

人事院勧告においても，改定が見送られたこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．その他の事項について　

　(1)　地域手当

　　　医師及び歯科医師に対する地域手当並びに特別区に所在する公署に勤務する職員に対する地域手当の支給割合を変更（平成21年4月1日から平成22年3月31日までの間）する必要がある。　＜医師及び歯科医師　13％→14％　　東京　16％→17％＞

　(2)　初任給調整手当

    　人事院は国の医療施設における勤務医の確保のため，初任給調整手当の引上げ勧告を行っている。本市においては，これまでも医師確保対策として処遇改善に取り組んできたが，人事院勧告の趣旨も踏まえ，医師及び歯科医師の処遇のあり方について検討する必要がある。

４．本市職員にかかる諸問題について

(1)　新たな人事評価制度の構築，勤勉手当への勤務実績反映の拡大

・新たな人事評価制度について，職務行動の評価や役割の達成状況に応じ，職員の職務遂行能力や実績を的確に把握することを基本に，公正性や納得性を高めた制度を構築することが必要

・給与への勤務実績の反映について，目標チャレンジ制度を活用し，部長級及び課長級の職員を対象に6月期の勤勉手当に勤務実績を反映しているが，これを12月期にも拡大するとともに，他の職員についても新たな人事評価制度の構築とあわせ，導入できるよう早期に取り組むことが必要

(2)  人材の確保・育成（神戸市職員いきいきプラン～神戸市人材育成計画～の着実な実施）

ア 職員の採用

今後引き続き多数の退職者が見込まれるため，多数の優秀な人材を確保することが必要。そのために，効果的な広報活動を行い，人物重視の採用制度を引き続き実施することが必要

　　イ　職員の育成・能力開発
・経験豊富な団塊の世代の職員が退職する中で，新規採用職員の育成は管理職のみならず，職場全体で行うことが必要。この機会を生かし，管理監督者はマネジメント能力を発揮し，職場における職員研修（OJT）を実施し，業務内容の再確認，目標を共有するなど，職場の活性化が図られるような職場風土の構築に取り組むことが必要

・新しい行政課題に対応するために，専門的な研究を進める大学や研究所などと連携した研修を充実することが必要

　　

　　ウ　係長昇任選考制度
・受験率向上のため，係長職の魅力を伝える説明会を参加しやすい形で継続実施することが必要

・管理監督者が，受験を奨励する職場環境を整備することが必要

・職員の声を広く聴き，係長昇任制度改正の効果及び問題点を検証し，改善に取り組むことが必要。また，係長の給与面を含む魅力の向上を検討することが必要

(3)　女性職員の登用

係長昇任選考の受験率を向上させる取組みを行うこと，職域についてより一層活躍の場を拡大することにより，人材育成を図るとともに，管理職への登用を積極的に推進することが必要

(4)  高齢期雇用

平成25年度の60歳定年退職者から公的年金が支給されない空白期間が発生することから，民間企業の取組みや，国及び他の都市の動向に留意し，職員が高齢期の生活に不安を覚えることなく，職務に専念できるよう，これまでの本市の取組みや実情を踏まえながら，十分に研究を進めることが必要

(5)　職員の勤務環境の整備等

ア　職業生活と家庭・地域生活との両立支援

・ワーク・ライフ・バランスを推進し，職業生活と家庭・地域生活の両立を支援することで人材の確保・育成につなげることは，公務能率維持向上からも重要

・特定事業主行動計画（H17.4策定）の平成21年度目標達成に向け，男性が育児に取り組みやすい職場環境づくりを行うなど，職場が支援することが必要

　　　・業務の計画的な執行，適正な事務配分，コスト意識を持って時間外勤務の縮減に努めることが必要

 イ　職員の健康確保・安全衛生
・精神疾患により休職している職員が高い割合を占めていることから，心身両面の健康確保が重要

・これまでの取組みを継続実施するとともに，今後，職場復帰プログラムの策定などについて検討することが必要

・職場環境の安全確保の継続的な取組みを行うことが必要

 (6)　おわりに

新たな都市戦略である「デザイン都市・神戸」を掲げ，新たな神戸の魅力の創造をめざしながら，これまでの復興の取組みを礎に策定した「神戸2010ビジョン」に従い，市民もまちもいきいきと輝く「豊かさ創造都市こうべ」を目指して一層精励されるよう要望
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